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　貸　 借　 対　 照　 表　
（２０１９年３月３１日現在）

株式会社旭化成アビリティ

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

円 円

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　 ( 412,757,409 )

　流　動　資　産 117,811,751 　流　動　負　債 328,170,459

現 金 及 び 預 金 44,211,017 未 払 金 11,743,854

売 掛 金 5,972,810 未 払 費 用 305,179,834

商 品 492,000 未払住民税及び事業税 6,198,600

貯 蔵 品 3,863,854 未 払 消 費 税 等 4,683,300

前 払 費 用 1,051,434 預 り 金 364,871

未 収 入 金 58,659,056

立 替 金 3,561,580

　固　定　資　産 372,202,658 　固　定　負　債 84,586,950

311,349,743 退 職 給 付 引 当 金 84,586,950

建 物 248,936,811

構 築 物 28,048,892 　（　純 資 産 の 部　）　 ( 77,257,000  )

機 械 及 び 装 置 3,253,149

車 両 及 び 運 搬 具 182,621 　株　主　資　本 77,257,000  

工具、器具及び備品 30,928,270 資　　本　　金 40,000,000  

資 本 剰 余 金 10,000,000  

資 本 準 備 金 10,000,000  

3,063,279 利 益 剰 余 金 27,257,000  

ソ フ ト ウ ェ ア 2,852,268 そ の 他 利 益 剰 余 金 27,257,000  

電 話 加 入 権 等 211,011 繰 越 利 益 剰 余 金 27,257,000  

57,789,636

長 期 前 払 費 用 809,792

繰 延 税 金 資 産 56,929,844

差 入 保 証 金 50,000

資　産　合　計 490,014,409 負債・純資産合計 490,014,409 

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　　　･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）
　　　　　　　　　　　　に基づく定額法
　　　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産　･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
　　　　　　　　　　　　2008年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
　　　　　　　　　　　　に準じた会計処理によっている。

２．引当金の計上基準

（１）退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
　　　　　　　　　　　　　年金資産の見込額に基づき計上している。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理方法
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（２）連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用している。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に関する注記）

（１）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法の変更
　　　従来、当社は、有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法について、主として定率法を採用
　　していたが、当事業年度より定額法に変更している。この変更は、当社の親会社である旭化成株式会
　　社が有形固定資産の減価償却方法を定率法から定額法に変更することを契機として、有形固定資産の
　　償却方法の検討を行った結果、当社の有形固定資産は、長期的かつ安定的に稼動し、当社の安定的な
　　収益の獲得に貢献することが見込まれることから、有形固定資産の減価償却方法として定額法を採用
　　することが、有形固定資産の使用実態をより適切に反映する費用配分方法となるとともに、当社のよ
　　り適切な業績管理に資すると判断したことによるものである。
　　　この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前
　　当期純利益がそれぞれ３百万円増加している。

（表示方法の変更に関する注記）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う繰延税金資産・負債の表示方法の変更
　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号）を当事業年度より適用し、
　　繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示している。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数
　　普通株式 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６００　株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　　2018年6月21日開催の株主総会において、次のとおり決議している。
　　普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額 34,980,000円
（ロ）配当の原資 利益剰余金
（ハ）１株当たり配当額 58,300円
（ニ）基準日 2018年3月31日
（ホ）効力発生日 2018年6月27日
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